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はじめに 
我が国の介護保険制度は、団塊の世代が後期高齢者となる 2025 年を控え、持続可
能な制度とするため、給付や利用者負担の在り方を見直すことが求められています。
特に、財務省は、福祉用具サービスを要支援 1から要介護 2までを軽度者とし、原則
自己負担（一部補助）とすることを提案しています。要介護 2までを給付抑制の対象
とすることは、軽度者向けの移動の自立を支援する多点つえ、歩行器、手すりなどに
加え、利用の多い車いすや特殊寝台もその対象に含まれることになります。これらの
福祉用具は、転倒を予防し、安全な日常生活や外出を支援することにより、利用者自
身の重度化を防ぎ遅らせるとともに、利用者を介護する者の介護負担の軽減にも役立
っています。 
 要介護 2までの利用者に対する福祉用具サービスを原則自己負担にすると、サービ
スの利用をあきらめ引きこもりを増加させ、かえって不活発な状態を増進させ、結果
として他の介護費を増加させることになります。当協会は、これを調査仮説として、
自主事業により「利用している福祉用具の代替手段に関する調査」を実施することと
しました。本調査の設計、実施にあたり渡邉愼一委員長（横浜市総合リハビリテーシ
ョンセンター）はじめ、委員の皆様に大変ご尽力を賜りました。また、アンケート調
査にご協力いただきました会員事業者の皆様に心から感謝申し上げます。
今後の介護保険制度改正の議論は、介護保険制度の理念である利用者の自立を支え、
介護者の負担を軽減する福祉用具の利用効果について、軽度者こそ福祉用具を利用す
べきであるという本調査結果を参考に、議論が進められることを望むものです。

平成２８年３月 

一般社団法人 日本福祉用具供給協会 
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１ 調査の目的と仮説 

（１）背景 

２０１５年 4 月、財政制度等審議会において介護保険における軽度者に対する福祉用具

貸与・住宅改修の在り方に関する提言があり、要支援 1 から要介護２までの軽度者につい

て、福祉用具・住宅改修サービスを原則自己負担とすべきとの方向が示された。また 6 月

に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2015」（骨太の方針）では「軽度者に

対する生活援助サービス・福祉用具貸与等やその他の給付について、給付の見直しや地域

支援事業への移行を含め検討を行う。」と記述されている。

このように、介護保険における福祉用具・住宅改修サービスの軽度者への給付は大幅

に絞り込まれる方向での議論が進められている。

（２）目的 

給付抑制の主な対象とされている要支援１から要介護２までの福祉用具利用では、利用

者の多い福祉用具貸与は車いす（付属品含む）、歩行器、手すり、多点つえ、特殊寝台（付

属品含む）、の５種目である。このうち、特殊寝台および車いすは、利用することによって

他の介護費の抑制につながるものであり、歩行器、多点つえおよび手すりは日常生活に欠

かせないだけでなく、重度化を防いだり遅らせたりすることで、結果として介護費や医療

費を抑制するものでもある。 

今後の介護保険制度改正の議論の中では、こうした軽度者の福祉用具の利用効果につい

ても一定の理解を踏まえた議論が進められることが望まれる。本調査は、こうした理解を

進めるためのデータを提供することを目的として実施するものである。 
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（３）調査仮説 

 以下を調査仮説として調査を設計した。 

 現在、福祉用具を利用して自立した生活を維持している人においては、福祉用具が

利用できなくなると生活の自立度が著しく低下する可能性がある。

 それを補うために、福祉用具サービス以外のよりコストの高いサービスを利用する

ことになる。 

（４）実施体制 

「利用している福祉用具の代替手段に関する調査」検討委員を設置し、調査方法、調

査結果の評価、報告書作成などについて協議した。検討委員会のメンバーは下記に示す

とおりである。 
岩元 文雄 株式会社カクイックスウィング 代表取締役
助川 未枝保 株式会社千葉福祉総合研究所 代表取締役・所長
野村 歡 元国際医療福祉大学大学院 教授
橋本 政彦 株式会社三菱総合研究所 人間・生活研究本部主席研究員
○渡邉 愼一 横浜市総合リハビリテーションセンター 

地域リハビリテーション部 研究開発担当部長

（○は委員長）

福祉用具利用中断を想定
生活自立度低下を懸念

福祉用具を利用
生活自立度を維持

生活
自立度

生活経過

・利用中断を想定
・中断後の生活を想定
・自立度維持のための代替サービス・手段を想定
・代替サービス・手段のコストを試算

福祉用具利用
中断を想定

利用効果検討のモデル（利用中断に対する代替サービスの想定）
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２ アンケート調査の概要 

（１）調査対象 

 調査対象は以下のとおりとした。 

全国の福祉用具

貸与事業所 

100 事業所程度の利用者 計 500 人程度
※車いす、歩行器、多点つえ、手すり、特殊寝台の 5 種類の用具から、各事業所に 1
種類を割り当て 
※各事業所に割り当てられた用具の利用者から以下の条件を満たす 5名を抽出 
条件：要支援１～要介護２、利用期間 3か月以上、認知症のある利用者は除く

（２）調査時期 

 調査時期は以下のとおりとした。 

2015 年 11 月～12月 

（３）調査方法 
 以下の手順で調査を実施した。 

①調査協力可能な事業所を募集

②事業所にて対象利用者を選定し、協力依頼

③対象利用者について次の 3つの様式を記入 

 Ａ：週間サービス計画表 

Ｂ：福祉用具利用の記録（1日分） 

Ｃ：利用者票（利用者属性、福祉用具の利用状況など）

（４）調査内容 

 調査の内容は以下のとおりとした。 

様式 記入者 目的 主な調査項目

Ａ：週間サー
ビス計画表 

福祉用具専門
相談員（利用
者・家族から聞
き取り） 

・ケアプランの週間計画表(第3表)
のコピーを参照し、福祉用具利
用の多い 1日を選定。 

・福祉用具の利用場面を思い出す
材料とする。

・週間サービス計画表に記載された
ケアサービス以外の主な生活行動

Ｂ：福祉用具
利用の記録（1
日分） 

利用者、家族

・福祉用具の利用の多い 1 日につ
いて、1 日の流れに沿って、福
祉用具を利用した場面を想起し
て記録を作成する。

・時間帯ごと、利用目的別の福祉用
具利用状況
・上記場面での介護者の有無 
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様式 記入者 目的 主な調査項目

Ｃ：利用者票

福祉用具専門
相談員（利用
者・家族から聞
き取り） 

・利用者の属性や福祉用具の利用
目的を把握する。 
・Ｂをもとに福祉用具の利用状況
を把握する。 
・福祉用具がない場合に想定され
る対応を把握する。 

・利用者属性（疾患、世帯構成、サ
ービス利用状況等）
・身体状況（ＡＤＬ，要介護度等）
・援助方針、福祉用具利用の目標
・利用している福祉用具、利用場面
・場面別の福祉用具利用状況
・福祉用具がない場合の対応 
・福祉用具利用後の転倒等の不安

（５）回収状況 
 回収状況は以下のとおりであった。 

車いす 歩行器 多点つえ 手すり 特殊寝台

91 94 90 100 103

（６）回答者属性 
 回答者属性は以下のとおりであった。 

 利用している福祉用具によって、利用者の属性の特徴は異なっている。
 特殊寝台、車いすについては、要介護１・２の利用者が 8割を超えており、同居家族ありの割
合が高い。

 多点つえは要支援１・２の利用者が 4割を超え、手すりは4割弱、歩行器は約3割であった。
 通所介護の利用者が多く、特に車いすでは半数近くが利用している。
 住宅改修をしている利用者の割合は、歩行器で4割強、その他の用具は半数を超えている。
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３ アンケート調査の結果 

（１）生活場面における福祉用具利用状況

１）車いす

利用頻度

5.1 

1.2 

2.4 

0.2 

0.2 

0.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0

トイレ・排泄

入浴・洗面

食事

掃除

洗濯

調理

（回/日）

【車いす（居宅内）】 (n=50)

１回あたり利用時間

11.1 

22.6 

33.8 

20.0 

38.4 

41.7 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

トイレ・排泄（n=40）

入浴・洗面（n=39）

食事（n=40）

掃除（n=11）

洗濯（n=11）

調理（n=14）

（分/回）

【車いす（居宅内）】

介助者ありの割合  

 居宅内の生活場面では、「トイレ・排泄」の頻度が最も高く、平均で1日に 5.1 回、次いで「食
事」が 2.4 回であった。 

 1 回あたりの利用時間の平均は、「調理」が 41.7 分と長い。
 介護者ありの割合が高いのは「入浴・洗面」で約4割、次いで「掃除」、「トイレ・排泄」が2
割台であった。 

 外出では、「散歩」「買い物」の頻度が最も高く、平均で週に1回以上であった。 
 1 回あたりの利用時間の平均は、「文化・娯楽施設」では約2時間 50分と長かった。散歩は約
1時間程度、買い物は80分程度であった。

 介護者ありの割合が高いのは「通院」約 6割、次いで「買い物」、「散歩」が約半数であった。

22.5 

38.4 

20.0 

27.3 

18.2 

21.4 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

トイレ・排泄（n=40）

入浴・洗面（n=39）

食事（n=40）

掃除（n=11）

洗濯（n=11）

調理（n=14）

（％）

【車いす（居宅内）】

1.2 

1.5 

1.0 

0.5 

0.4 

0.3 

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6

買い物

散歩

通院

飲食店

文化・娯楽施設

地域活動

（回/週）

【車いす（外出）】 (n=86)

77.1 

54.7 

128.1 

76.8 

171.6 

97.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0 140.0 160.0 180.0 200.0

買い物（n=50）

散歩（n=39）

通院（n=68）

飲食店（n=28）

文化・娯楽施設（n=19）

地域活動（n=13）

（分/回）

【車いす（外出）】

50.0 

46.2 

55.9 

39.3 

26.3 

7.7 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

買い物（n=50）

散歩（n=39）

通院（n=68）

飲食店（n=28）

文化・娯楽施設（n=19）

地域活動（n=13）

（％）

【車いす（外出）】
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２）歩行器

利用頻度

5.8 

1.7 

1.9 

0.1 

0.4 

0.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0

トイレ・排泄

入浴・洗面

食事

掃除

洗濯

調理

（回/日）

【歩行器（居宅内）】 (n=60)

１回あたり利用時間

7.8 

13.9 

20.4 

45.0 

20.6 

14.7 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

トイレ・排泄（n=47）

入浴・洗面（n=44）

食事（n=39）

掃除（n=4）

洗濯（n=18）

調理（n=13）

（分/回）

【歩行器（居宅内）】

介助者ありの割合  

 居宅内の生活場面では、「トイレ・排泄」の頻度が最も高く、平均で1日に 5.8 回、次いで「食
事」「入浴・洗面」がそれぞれ約2回であった。 

 1 回あたりの利用時間の平均は、「掃除」が45.0 分と長く、それ以外の場面では 10分～20分
程度であった。

 「掃除」「入浴・洗面」は、介護者ありの割合が約 3割であった。 

 外出では、「散歩」は週平均約 2回、「買い物」「通院」は週に約1回であった。 
 1 回あたりの利用時間の平均は、「飲食店」では約 1時間 25分と長かった。散歩は 41.0 分、
買い物は50.0 分、通院が 62.9 分であった。 

 介護者ありの割合が高いのは「通院」「飲食店」が約4割、「散歩」が約3割であったが、買
い物の場面では２割と少ない。 

6.4 

25.0 

5.1 

25.0 

11.1 

0.0 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

トイレ・排泄（n=47）

入浴・洗面（n=44）

食事（n=39）

掃除（n=4）

洗濯（n=18）

調理（n=13）

（％）

【歩行器（居宅内）】

20.0 

28.6 

41.8 

40.0 

27.3 

0.0 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

買い物（n=35）

散歩（n=35）

通院（n=43）

飲食店（n=10）

文化・娯楽施設（n=11）

地域活動（n=4）

（％）

【歩行器（外出）】

1.1 

1.8 

1.0 

0.2 

0.3 

0.1 

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 2.0

買い物

散歩

通院

飲食店

文化・娯楽施設

地域活動

（回/週）

【歩行器（外出）】 (n=65)

50.0 

41.0 

62.9 

85.0 

76.0 

50.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

買い物（n=35）

散歩（n=35）

通院（n=43）

飲食店（n=10）

文化・娯楽施設（n=11）

地域活動（n=4）

（分/回）

【歩行器（外出）】
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３）多点つえ 

利用頻度

5.7 

1.6 

2.4 

0.2 

0.2 

0.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0

トイレ・排泄

入浴・洗面

食事

掃除

洗濯

調理

（回/日）

【多点つえ（居宅内）】 (n=85)

１回あたり利用時間

6.2 

14.5 

15.5 

23.1 

25.0 

24.9 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

トイレ・排泄（n=78）

入浴・洗面（n=66）

食事（n=69）

掃除（n=19）

洗濯（n=21）

調理（n=23）

（分/回）

【多点つえ（居宅内）】

介助者ありの割合  

 居宅内の生活場面では、「トイレ・排泄」の頻度が最も高く、平均で1日に 5.7 回、次いで「食
事」「入浴・洗面」がそれぞれ約2回であった。 

 1 回あたりの利用時間の平均は、「洗濯」「調理」「掃除」が30 分弱であった。 
 「入浴・洗面」は、介護者ありの割合が約2割であったが、その他の場面では1割台と少ない。

 外出では、「散歩」は週平均1.4 回、「買い物」「通院」は週に 0.7回、0.8 回であった。 
 1 回あたりの利用時間の平均は、「文化・娯楽施設」では 95.6 分と長かった。「通院」は87.7
分、「買い物」「地域活動」が約 70分、「散歩」は約30分と他の福祉用具利用者よりも短か
った。 

 介護者ありの割合が高いのは「飲食店」 「通院」 「文化・娯楽施設」では半数を超え、「買
い物」、「散歩」ではそれぞれ約3割であった。 

7.7 

21.2 

7.2 

15.8 

14.3 

17.4 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

トイレ・排泄（n=78）

入浴・洗面（n=66）

食事（n=69）

掃除（n=19）

洗濯（n=21）

調理（n=23）

（％）

【多点つえ（居宅内）】

34.6 

34.4 

54.2 

66.7 

50.0 

0.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

買い物（n=26）

散歩（n=32）

通院（n=48）

飲食店（n=9）

文化・娯楽施設（n=12）

地域活動（n=5）

（％）

【多点つえ（外出）】

0.7 

1.4 

0.8 

0.1 

0.2 

0.0 

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6

買い物

散歩

通院

飲食店

文化・娯楽施設

地域活動

（回/週）

【多点つえ（外出）】 (n=65)

63.0 

32.4 

87.7 

48.5 

95.6 

70.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0

買い物（n=26）

散歩（n=32）

通院（n=48）

飲食店（n=9）

文化・娯楽施設（n=12）

地域活動（n=5）

（分/回）

【多点つえ（外出）】
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４）手すり 

利用頻度

6.5 

1.2 

1.6 

0.1 

0.2 

0.4 

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0

トイレ・排泄

入浴・洗面

食事

掃除

洗濯

調理

（回/日）

【手すり（居宅内）】 (n=95)

１回あたり利用時間

6.2 

10.4 

15.5 

23.3 

25.2 

14.4 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

トイレ・排泄（n=83）

入浴・洗面（n=57）

食事（n=48）

掃除（n=10）

洗濯（n=17）

調理（n=17）

（分/回）

【手すり（居宅内）】

介助者ありの割合  

 居宅内の生活場面では、「トイレ・排泄」の頻度が最も高く、平均で1日に 6.5 回、次いで「食
事」1.6 回、「入浴・洗面」1.2 回であった。 

 1 回あたりの利用時間の平均は、「洗濯」「掃除」「食事」が20分程度であった。
 介助者ありの割合は、他の用具利用者よりも全体として少なく、最も多い「入浴・洗面」「掃
除」では2割程度、 「洗濯」「食事」は 1割強、「トイレ・排泄」は 1割未満と少ない。 

 外出では、「散歩」は週平均約 2回、「買い物」「通院」は週に約1回であった。 
 1 回あたりの利用時間の平均は、「文化・娯楽施設」では約1時間、「通院」約40 分、「買い
物」約 30分と、全体的に他の福祉用具利用者よりも短かった。

 介護者ありの割合が高いのは「買い物」「通院」が約3割であった。飲食店、文化・娯楽施設、
地域活動は回答者が少なく、いずれも介護者なしであった。 

8.4 

24.6 

10.4 

20.0 

11.8 

0.0 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

トイレ・排泄（n=83）

入浴・洗面（n=57）

食事（n=48）

掃除（n=10）

洗濯（n=17）

調理（n=17）

（％）

【手すり（居宅内）】

34.8 

20.0 

29.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

買い物（n=23）

散歩（n=20）

通院（n=37）

飲食店（n=8）

文化・娯楽施設（n=6）

地域活動（n=3）

（％）

【手すり（外出）】

1.2 

2.0 

0.9 

0.1 

0.2 

0.1 

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

買い物

散歩

通院

飲食店

文化・娯楽施設

地域活動

（回/週）

【手すり（外出）】 (n=49)

30.6 

16.2 

39.9 

16.1 

55.7 

11.8 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

買い物（n=23）

散歩（n=20）

通院（n=37）

飲食店（n=8）

文化・娯楽施設（n=6）

地域活動（n=3）

（分/回）

【手すり（外出）】
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５）特殊寝台

利用頻度

4.7 

2.8 

4.0 

1.1 

1.9 

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

起上り

移乗

立上り

介護

姿勢保持

（回/日）

【特殊寝台】 (n=101)

１回あたり利用時間

5.7 

4.6 

6.8 

7.4 

36.8 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

起き上がり（n=93）

移乗（n=58）

立ち上がり（n=76）

介護（n=31）

姿勢保持（n=54）

（分/回）

【特殊寝台】 (n=96)

介助者ありの割合  

 「起き上がり」は1日平均約５回、「立ち上がり」が約4回、「移乗」が約 3回、「姿勢保持」
は約2回、介護が約１回であった。 

 1 回あたりの利用時間の平均は、「姿勢保持」で36.8 分であり、それ以外の場面では 10分未
満であった。 

 介護者ありの割合が高いのは「介護」が約7割であり、それ以外の場面では 約 3割であった。

28.0 

25.9 

26.3 

71.0 

27.8 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

起き上がり（n=93）

移乗（n=58）

立ち上がり（n=76）

介護（n=31）

姿勢保持（n=54）

（％）

【特殊寝台】
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（２）福祉用具が利用できなくなった場合の対応

１）車いす
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（％） 【車いす（居宅内）】

トイレ・排泄（n=30）

入浴・洗面（n=29）

食事（n=27）

掃除（n=7）

洗濯（n=7）

調理（n=11）

0.0
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（％） 【車いす（外出）】

買い物（n=41）

散歩（n=36）

通院（n=41）

飲食店（n=22）

文化・娯楽施設（n=14）

地域活動（n=9）

 居宅内での生活場面において車いすが利用できなくなったら介助者を依頼する割合は、掃除、
洗濯、調理では 8割以上、トイレ・排泄、食事でも 6割近くと高い。 

 介助者を依頼する場合には、トイレ・排泄と食事は家族に、入浴・洗面、掃除、洗濯、調理等
は訪問介護を利用する割合が高い。

 入浴・洗面についてはあきらめるという回答が4割以上ある。 

 外出については、全体として「その行動はあきらめる」という回答が多い。特に、散歩、飲食
店、文化・娯楽施設、地域活動などでは 7割を超えており、生活の楽しみを広げる活動が制約
されることが示唆される。 

 介助者を依頼する割合が高かったのは、通院、買い物であり、これらの行為は生活する上で必
要不可欠であるため、家族・親戚や訪問介護サービスを利用することにより、対応するという
回答が多いと考えられる。

 通院以外の外出について
は、「あきらめる」という
回答が最も多い。 

 特に、散歩、飲食店、文化
娯楽施設など、必須ではな
いが生活の楽しみにつなが
る行動が抑制される可能性
がある。

 通院は7割近く、買い物も
約4割が、介助者を依頼す
ると回答。       

 依頼先は、通院の場合家族
が約50％、買い物は訪問
介護が約 50％。

 入浴・洗面をあきらめる割
合が約４割以上 

 食事をあきらめる割合が２
割以上。

（注1:掃除と洗濯の
折線が重複している。
 注 2：その他と無回
答を除いた割合）

 トイレ・排泄の介助を依頼
する割合は約半数。

 その場合の依頼先は、「家
族・親戚」が 55.5％、「訪
問介護」が38.9％。

 訪問介護の追加頻度は平
均で 3.9 回/日

（注:その他と無回答
を除いた割合）
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① 対応の詳細 

【介助の依頼先】     【訪問介護サービスの追加頻度】 

（単位：回/日） 

全体 家族・親戚 友人・知人 訪問介護
(ヘルパー)

その他 無回答

18 10 0 7 0 1

100.0% 55.5% 0.0% 38.9% 0.0% 5.6%

16 9 0 6 0 1

100.0% 56.2% 0.0% 37.5% 0.0% 6.3%

17 7 0 9 1 0

100.0% 41.2% 0.0% 52.9% 5.9% 0.0%

28 13 0 7 5 3

100.0% 46.4% 0.0% 25.0% 17.9% 10.7%

排泄

食事

買い物

通院

② 頻度を下げる場合に生じる問題

居宅内  トイレに間に合わず失禁したり、ポータブルトイレが必要となり、片付けに手間がかか
るようになる。自分で片付けようとして転倒やケガをする可能性もある。離床機会が減
り、筋力低下し状態が悪化する。 

 介助者の負担大と本人の自立可能行動範囲が減少する。
外出  体調は悪くなり、引きこもりになり、認知症になってしまう。 

 生活する上での楽しみがなくなり、意欲低下につながってしまう。 
 奥様がお見舞いを楽しみにしているので寂しがる。

全体 1回 2回 3回 4回 5回以上 無回答 平均

7 0 0 4 1 1 1 3.9

100.0% 0.0% 0.0% 57.1% 14.3% 14.3% 14.3% -

6 0 1 4 0 0 1 2.8

100.0% 0.0% 16.7% 66.6% 0.0% 0.0% 16.7% -

9 4 2 1 0 0 2 1.6

100.0% 44.5% 22.2% 11.1% 0.0% 0.0% 22.2% -

7 6 1 0 0 0 0 0.7

100.0% 85.7% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -
通院

排泄

食事

買い物
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２）歩行器

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

頻
度
を
下
げ
て
福
祉
用
具
な
し
で
対
応

介
助
者
を
依
頼
す
る

時
間
を
か
け
て
も
福
祉
用
具
な
し
で
対
応

そ
の
行
動
は
あ
き
ら
め
る

（％） 【歩行器（居宅内）】

トイレ・排泄（n=34）

入浴・洗面（n=31）

食事（n=30）

掃除（n=3）

洗濯（n=15）

調理（n=9）
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（％） 【歩行器（外出）】

買い物（n=30）

散歩（n=30）

通院（n=29）

飲食店（n=7）

文化・娯楽施設（n=9）

地域活動（n=2）

 居宅内での生活場面において歩行器が利用できなくなったら、介助者を依頼する割合が高いの
は、掃除、洗濯、食事、入浴・洗面、調理。

 トイレ・排泄、調理に関しては「時間をかけても福祉用具なしで対応」の割合が大きい。
 入浴・洗面については、介助者を依頼する場合、家族・親戚と訪問介護が半数ずつであった。 
 食事は、介助者を家族・親戚に依頼するが半数以上、訪問介護を依頼するのは約 3割。 

 歩行器が利用できなくなったら、外出については、「介助者を依頼する」と「その行動はあき
らめる」という回答に二分されている。 

 「その行動はあきらめる」という回答が多いのは、「飲食店」 （約 7割） 「散歩」 （7割弱） 
「文化・娯楽施設」（5割弱）となっており、生活の楽しみを広げる活動が制約されることが懸
念される。

 介助者を依頼する割合が高かったのは、通院、買い物であり、これらの行為は生活する上で必
要不可欠であるため、家族・親戚や訪問介護サービスを利用することにより、対応するという
回答が多いと考えられる。

 「あきらめる」という回答
が多いのは散歩、飲食店、
さらに文化・娯楽施設など。

 必須ではないが生活の楽し
みにつながる行動が抑制さ
れる可能性がある。 

 通院と買い物は、介助者を
依頼するという回答が多
い。 

 依頼先は、通院と買い物に
ついては家族と訪問介護が
拮抗している。

（注:その他と無回
答を除いた割合）

 時間をかけても福祉用具な
しで対応する割合が高い場
面は、「調理」、「トイレ・
排泄」 

 介助を依頼する割合が高い
のは、掃除、洗濯、食事、
入浴・洗面。 

 入浴・洗面の依頼先は「訪
問介護」が半数以上で、訪
問介護の追加頻度は平均で
1.1 回/日。トイレ・排泄も
「訪問介護」が4割以上、
利用頻度平均は4.6回/日。

 「掃除」は他の場面よりも
あきらめる割合が高い

（注:その他と無回答
を除いた割合）
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① 対応の詳細 

【介助の依頼先】     【訪問介護サービスの追加頻度】 

（単位：回/日） 

全体 家族・親戚 友人・知人 訪問介護

(ヘルパー)
その他 無回答

15 6 1 8 0 0

100.0% 40.0% 6.7% 53.3% 0.0% 0.0%

16 9 0 5 2 0

100.0% 56.2% 0.0% 31.3% 12.5% 0.0%

15 7 0 6 0 2

100.0% 46.7% 0.0% 40.0% 0.0% 13.3%

20 10 0 8 0 2

100.0% 50.0% 0.0% 40.0% 0.0% 10.0%
通院

入浴・洗面

食事

買い物

② 頻度を下げる場合に生じる問題 

居宅内  介護負担が非常に増えてしまう。 
 ポータブルトイレや介助器が必要になる。食事は介助者が必要になる。 
 トイレは介助に頼ると思うのでプライドが傷つく。食事は寝室ですることになる。 
 一日三回程度転倒していたので歩行器を利用して転倒がなくなった。転倒しても軽い程
度（歩行器の場合）、妻に歩行器を押さえてもらいつかまって立つ事ができる。歩行器が
ないと手すりの所まで動いて立つしかない。妻も私を支えて立つ事ができない。 

 活動性の低下、我慢することが増える、下肢筋力が低下する。 
 自立した意識が低下する。意欲もなくなる。 
 体力、筋力が低下し、転倒の危険が高まる。介助負担が増加する恐れがある。 

外出  通院の為頻度を下げる事はできない。 
 他のサービス導入による負担増加。 
 外出意欲が低下する。 
 外出の不足になる、さらに下肢筋力が低下する。 
 外出の機会が減り、閉じこもり気味になる。 
 リハビリしよう、良くなろうという思いが減っていく。 
 活動性が低下する。 
 人に頼ることが増える。 
 我慢する行動が増える。 

全体 1回 2回 3回 4回 5回以上 無回答 平均

8 6 2 0 0 0 0 1.1

100.0% 75.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -

5 1 0 4 0 0 0 2.6

100.0% 20.0% 0.0% 80.0% 0.0% 0.0% 0.0% -

6 1 3 0 0 1 1 2.8

100.0% 16.7% 49.9% 0.0% 0.0% 16.7% 16.7% -

8 6 2 0 0 0 0 1.3

100.0% 75.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -
通院

入浴・洗面

食事

買い物
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３）多点つえ 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

頻
度
を
下
げ
て
福
祉
用
具
な
し
で
対
応

介
助
者
を
依
頼
す
る

時
間
を
か
け
て
も
福
祉
用
具
な
し
で
対
応

そ
の
行
動
は
あ
き
ら
め
る

（％） 【多点つえ（居宅内）】

トイレ・排泄（n=62）

入浴・洗面（n=53）

食事（n=56）

掃除（n=16）

洗濯（n=15）

調理（n=17）
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（％） 【多点つえ（外出）】

買い物（n=24）

散歩（n=28）

通院（n=42）

飲食店（n=9）

文化・娯楽施設（n=10）

地域活動（n=3）

 居宅内での生活場面において多点つえが利用できなくなったら、全体として「介助者を依頼す
る」と「時間をかけても福祉用具なしで対応」に二分されている。 

 洗濯、調理については、介助者を依頼する割合が5割を超えている。 
 「その行動はあきらめる」という回答は他の福祉用具利用者よりも少なく、多点つえの利用者
の自立度が比較的高いことによると考えられる。

 多点つえが利用できなくなったら、外出については、「介助者を依頼する」という回答の割合
が高いのは「通院」「文化・娯楽施設」「買い物」で半数を超えている。 

 一方、散歩、地域活動については「その行動をあきらめる」が半数を超えている。 
 介助者を依頼する割合が高かった通院、買い物では、介助を依頼するのは家族・親戚が多い。 
 飲食店については「時間をかけても福祉用具なしで対応」「頻度を下げて福祉用具内で対応」
が他の生活行動よりも多い。 

 全体として「時間をかけて
も福祉用具なしで対応」の
割合も、「介助者を依頼す
る」と同程度。

 掃除、トイレ・排泄に関し
ては「介助者を依頼」より
も多い。 

 全体として「あきらめる」
の割合は低い。 

 「トイレ・排泄」以外の生
活行動はいずれも４割から
５割超が「介助者を依頼す
る」を選択。  

 介護者の依頼先として割合
が高いのは家族・親戚。 

（注:その他と無回答
を除いた割合）

 「散歩」「地域活動」につ
いては5割以上が「あき
らめる」 を選択。 

 通院と買い物は、介助者を
依頼するという回答が多
い。 

 依頼先は、家族・親戚が多
く、通院の場合は約 7割、
買い物は約8割。 

（注:その他と無回
答を除いた割合）
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① 対応の詳細 

【介助の依頼先】     【訪問介護サービスの追加頻度】 

（単位：回/日） 

全体 家族・親戚 友人・知人 訪問介護
(ヘルパー)

その他 無回答

23 19 0 4 0 0

100.0% 82.6% 0.0% 17.4% 0.0% 0.0%

23 20 0 3 0 0

100.0% 87.0% 0.0% 13.0% 0.0% 0.0%

25 23 1 1 0 0

100.0% 92.0% 4.0% 4.0% 0.0% 0.0%

35 23 0 9 1 2

100.0% 65.7% 0.0% 25.7% 2.9% 5.7%

排泄

入浴・洗面

食事

通院

② 頻度を下げる場合に生じる問題 
居宅内  介護負担が非常に増えてしまう。 

 ポータブルトイレや介助器が必要になる。食事は介助者が必要になる。 
 水分を摂らないようにする（トイレに行く回数を減らす）ため、脱水になる。 
 台所へ食事をしに行くことが大変になる。 
 生活する意欲、食欲が低下する。  
 配食サービス利用等で金銭的、精神的負担が増える。 
 転倒の不安があり移動の機会を少なくする事になる。お勝手の出入りに不安が出て、移
動（歩行）を少なくしていくしかない。 

 廊下がせまく、物も置いてあるため利用しているが、つまずいたりして転倒するリスク
が高くなる。

外出  友人などに介助を頼むことになり行きにくくなる。 
 買い物、散歩に出かけなくなる。 
 身体を動かす時間が減ることによって余計に状態が悪くなってしまうのではないかとい
う心配。 

 外出する意欲が低下する。 
 外出が減る。

全体 1回 2回 3回 4回 5回以上 無回答 平均

4 3 0 1 0 0 0 1.5

100.0% 75.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% -

3 2 1 0 0 0 0 1.3

100.0% 66.7% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -

1 0 0 1 0 0 0 3.0

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% -

9 1 2 1 0 0 5 1.9

100.0% 11.1% 22.2% 11.1% 0.0% 0.0% 55.6% -

排泄

入浴・洗面

食事

通院
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４）手すり 
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（％） 【手すり（居宅内）】

トイレ・排泄（n=68）

入浴・洗面（n=45）

食事（n=36）

掃除（n=6）

洗濯（n=14）

調理（n=11）

① 外
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（％） 【手すり（外出）】

買い物（n=19）

散歩（n=18）

通院（n=32）

飲食店（n=6）

文化・娯楽施設（n=4）

地域活動（n=2）

 居宅内での生活場面において手すりが利用できなくなった場合の対応は、場面によって異なっ
ているが、全体として「その行為はあきらめる」と回答する割合が低く、「介助者を依頼する」
「時間をかけても福祉用具なしで対応」のいずれかに分かれている。 

 「介助者を依頼する」割合のほうが高いのは、「入浴・洗面」「食事」であり、依頼先は家族・
親戚が多い。 

 「時間をかけても福祉用具なしで対応」の割合のほうが高いのは、「洗濯」「掃除」「調理」
といった家事のほか、「トイレ・排泄」であった。

 手すりが利用できなくなったら、外出については、全体として「介助者を依頼する」と「時間
をかけても福祉用具なしで対応」が多く、「その行動はあきらめる」の割合は他の用具利用よ
りも小さい。 

 多くの生活行動で「介助者を依頼する」が半数程度を占め、「通院」では「介助者を依頼する」
が 6割を超えている。 

 「通院」の介助の依頼先は、家族・親戚が約 6割であった。

 時間をかけても福祉用具
なしで対応も介助を依頼
とほぼ同数。 

 「洗濯」「調理」 「掃除」 
については、時間をかけて
も福祉用具なしで対応す
る割合のほうが高い。 

 「入浴・洗面」については、
介助を依頼する回答が最
も多い。 

 依頼先は「家族・親戚」が
約 6割。

（注:その他と無回
答を除いた割合） 

 文化・娯楽施設、散歩につ
いては 「介助者を依頼す
る」と「時間をかけても福
祉用具なしで対応」がほぼ
同程度。

 通院は「介助者を依頼す
る」が6割以上。

 依頼先は、通院の場合家族
が61.9％、訪問介護は
28.6%。        

 その他の生活行動では「介
助者を依頼」は3割～4割。

（注:その他と無回
答を除いた割合）
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② 対応の詳細 

【介助の依頼先】     【訪問介護サービスの追加頻度】 

（単位：回/日） 

全体 家族・親戚 友人・知人 訪問介護
(ヘルパー)

その他 無回答

28 22 1 5 0 0

100.0% 78.5% 3.6% 17.9% 0.0% 0.0%

25 15 1 8 0 1

100.0% 60.0% 4.0% 32.0% 0.0% 4.0%

17 12 0 4 0 1

100.0% 70.6% 0.0% 23.5% 0.0% 5.9%

21 13 0 6 0 2

100.0% 61.9% 0.0% 28.6% 0.0% 9.5%

排泄

入浴・洗面

食事

通院

③ 頻度を下げる場合に生じる問題 
居宅内  家族の介護負担が増える。本人が動かなくなる可能性があり運動機能及び筋力が低下。

 起き上がり・立ち上がりに時間がかかり、トイレ（便）が間に合わない可能性がある。
 動作時にふらつきなどがみられ、転倒リスクが高まり、骨折等の心配が出てしまう。 
 紙オムツでの生活になり、家族への介護負担が増加する。 
 水分を取らなかったり、排泄を我慢してしまう/食事を控えてしまう/洗濯を自身で行わ
なくなる/宅配にたよる。 

 清潔を保つのが困難になる。 
 誰かを呼ぶ、又は転倒する。

外出  外出の機会が減る。 
 介助者(家族)の負担増。QOLが低下、ADLが低下する。 
 安全のため外出は車いすが必要になるか、娘の負担（支え）が大きくなる。 
 コミュニケーションがとりにくくなる。

全体 1回 2回 3回 4回 5回以上 無回答 平均

5 1 0 1 0 2 1 4.8

100.0% 20.0% 0.0% 20.0% 0.0% 40.0% 20.0% -

8 3 2 0 0 0 3 1.3

100.0% 37.5% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 37.5% -

4 2 0 1 0 0 1 1.7

100.0% 50.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 25.0% -

6 3 1 0 0 0 2 0.9

100.0% 50.0% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% -

排泄

入浴・洗面

食事

通院
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５）特殊寝台 
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（％）
【特殊寝台】

起き上がり（n=65）

移乗（n=42）

立ち上がり（n=50）

介護（n=23）

姿勢保持（n=36）

① 対応の詳細 

【介助の依頼先】     【訪問介護サービスの追加頻度】 
（単位：回/日） 

② 頻度を下げる場合に生じる問題
 起床直後は筋肉の強張りもあるため、立上りやすい高さに調整しないと転倒の危険性がある。
 長時間の同一姿勢も筋肉の強張りの原因となり、臀部などへの圧迫や腰痛の原因にもなる。 
 自立心がなくなる。 
 布団で寝たきりになり、身体機能の低下が出てくる。 
 自動排泄処理装置もしくは訪問看護ヘルパーの利用が必要になる。 
 離床が困難になるため、ベッド上での食事になることやトイレに移動できなくなるため、ベッド上で
の排泄を強いられる。 

 朝のトイレ移動が間に合わなくなる。 
 高齢である介助者の負担が増えてくる。 
 歩行練習ができなくなり、筋力が低下する。 
 利用者が重度化する。在宅生活が難しくなる。頻度はどうなるか予想もつかない（介助者様より）。
 床からの立ち上がりは一人では不可。介護者も非力で起こすことは不可。布団に寝て、おむつ利用と
なるため廃用になり床ずれ、病状悪化、意欲低下となる。

 居宅内での生活場面において特殊寝台が利用できなくなった場合の対応は、「姿勢保持」を除
いて、いずれも「介助者を依頼する」の割合がもっとも高かった。特に、起き上がり、移乗に
ついては５割以上であった。 

 「姿勢保持」については、「時間をかけても福祉用具なしで対応」の割合が約4割であり最も
多かった。また、「その行動はあきらめる」も25%で多かった。

「姿勢保持」については、「時
間をかけても福祉用具なしで
対応」の割合が4割超で最も
多かった。

 「起き上がり」「移乗」
については、介助者を依
頼する割合が5割以上。

 依頼先は「起き上がり」
は家族・親戚が6割弱で
多いが、「移乗」「介護」
は家族・親戚より訪問介
護が上回っている。

（注:その他と無回
答を除いた割合）

全体 家族・親戚 友人・知人 訪問介護
(ヘルパー)

その他 無回答

40 23 0 16 0 1

100.0% 57.5% 0.0% 40.0% 0.0% 2.5%

24 11 0 13 0 0

100.0% 45.8% 0.0% 54.2% 0.0% 0.0%

26 15 0 10 0 1

100.0% 57.7% 0.0% 38.5% 0.0% 3.8%

11 4 0 7 0 0

100.0% 36.4% 0.0% 63.6% 0.0% 0.0%

起上り

移乗

介護

立上り

全体 1回 2回 3回 4回 5回以上 無回答 平均

16 1 2 4 1 3 5 4.1

100.0% 6.3% 12.5% 25.0% 6.3% 18.8% 31.1% -

13 1 0 4 1 3 4 4.1

100.0% 7.7% 0.0% 30.7% 7.7% 23.1% 30.8% -

10 1 0 1 0 3 5 4.8

100.0% 10.0% 0.0% 10.0% 0.0% 30.0% 50.0% -

7 1 1 2 0 1 2 3.4

100.0% 14.3% 14.3% 28.5% 0.0% 14.3% 28.6% -

起上り

移乗

介護

立上り
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（３）現在の状態で福祉用具の利用ができなくなる場合に生じる問題につい
て

 「現在の状態で福祉用具の利用ができなくなる場合に生じる問題」について、自由記述の内容に
ついて、以下の観点から分類した。 
・ＡＤＬの低下に関する意見
・ＱＯＬの低下に関する意見
・家族等の介護負担の増大に関する意見
・介護に関する費用の増大に関する意見
・転倒等のリスク増大に関する意見

  ・その他 

上記の分類による意見の件数は以下のとおりであった。

表「現在の状態で福祉用具の利用ができなくなる場合に生じる問題」についての自由回答件数 
車いす 歩行器 多点つえ 手すり 特殊 

寝台居宅内 外出 居宅内 外出 居宅内 外出 居宅内 外出
ＡＤＬ 
低下 

３０ １５ ３６ ３２ ２８ １８ ４０ １２ ６０ 

ＱＯＬ 
低下 

１１ ４８ １３ ３６ １９ ２３ ２１ １６ ２０ 

介護負担 
増大 

６ １０ ７ １１ ７ ５ ８ ４ ２５ 

費用増大 ７ １３ １３ ２１ １２ ８ １１ ２ １８ 

リスク増大 ５ ４ １７ １２ ２９ １０ ３５ １０ ８ 

福祉用具別、場面（居宅内、外出）別の主な意見は以下のとおりであった。
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１）車いす

居宅内
ADL
低下

 トイレ、食卓へ行けなくなる。
 台所で仕事が出来なくなる。 
 自力での移動がなくなるので、廃用性症候群になる。 
 主に屋内での利用となっているが、下肢筋力の低下によって歩行が困難である。
 離床する事がなくなり、身体機能低下の恐れがある。

QOL
低下

 居室より出る機会が少なくなり、本人の意欲低下につながる。
 年齢的にも若く便の際には絶対トイレに行く気持ちが強く、車いすがなければ気持ちを尊重
する事は出来ない。 

 自宅内の移動は這って移動する事になり、何をするにも時間がかかる。
 生活、趣味活動が全くできなくなるので意欲もなくなり寝たきりになってしまう。絵が描け
ない。個展も開けない。 

 食事を台所ではなく居室でとる事になり、家族と顔を合わす事がなくなる。 
 ご本人の強い声：この車いすがなくなったらと考えると目の前が真っ暗になる。寝かせきり
の生活を強いられる。

介護
負担
増大

 おむつ、ポータブルトイレを利用せざるを得なくなるが、妻も長男の菓子製造～販売業を手
伝っており、排泄後の処理が遅くなってしまい不衛生な生活を強いられる。 

 家族の負担がふえる。妻の介護離職につながる。 
 寝たきり状態で移動も何もできなくなり、介護負担がかなりかかる。 
 母屋に一人で住んで生活しているため、娘と同居して全介助で移動を行い、トイレがいけな
くなるためオムツに変更しなければならない。

費用
増大

 車いすを購入するほど、お金に余裕はない。肺気腫により在宅酸素が必要な為、携帯ボンベ
も一緒に運べなくなる。 

 ポータブルトイレの購入や車いす購入という費用の発生、ヘルパー利用の費用増があり 少
ない年金生活の中での負担が増え、生活が苦しくなる。 

 排泄に対してポータブルトイレ購入と排泄後の処理にヘルパーが必要になる。 
 ケアハウスでの生活は基本的に自立していることが必要な為、移動ができなくなればケアハ
ウスでの生活が不可能になり、退去となる。ケアハウスでの生活を続けるためには車いす購
入を検討することになるがメンテナンスも含め費用がかさみ状態が変わって車いすを買い
替えが必要になれば、生活費の余裕がなくなる。 

 ポータブルトイレや自動排泄処理措置を導入し、汚物処分はヘルパーに頼みたい。入浴、洗
面、食事、掃除、洗濯、調理の全てをヘルパーに頼みたい。この結果、ヘルパーの介助依頼
時間は回数、1回あたり時間ともに大幅に拡大する。 

 現在食事も自分で冷蔵庫から出して食べ、片付けまで自分でやっているが、それが難しくな
り、ヘルパーや家族に頼る必要があり、経費がかかる。 

 購入を考えたり、別の手段を考えることは金銭的にも精神的にも負担が大きい。
リス
ク 
増大

 転倒やケガのリスクも高くなる。
 車いす利用が出来なくなることで、移動手段が困難になるのは当たり前で、歩行ができても
転倒し、怪我をするリスクが増え、入院などの原因にもなる。 

 転倒のリスクが多くなる。 
 排便の際は、どうしてもトイレまで行きたいので、介助で行う事となり、家族の負担が大き
くなり、転倒・ケガのリスクも高くなる。

外出
ADL
低下

 心身ともに能力が低下していくと思う。
 寝たきり」状態を作ることになる。 
 活動量が低下し、筋力が低下する。
 自分での移動ができなくなり自立した生活が送れなくなる。

QOL
低下

 毎日の散歩や、通院、楽しみでもある外食にも行けなくなる。
 閉じこもりになり、向上心もなくなる。楽しみもなく、外出は全てタクシーになるので、経
済的にも負担がかかり、ストレスもたまる。 

 買い物や飲食店に出掛けることがなくなり、楽しみがなくなる。意欲低下につながる。買い
物での食材選びなど主婦としての役割減少につながる。 

 全く外出できなくなる。社会の中での役割、生きがいを失う。 
 人間らしい（普通の）生活ができなくなってしまう。 
 車いすを利用する事で病気以前の生活に近い状態が保たれている。車いすを使えなくなった
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ら生きる意味がなくなる。生に対する執着もなくなる。
 外出する気がしないし、できない。 
 今迄夫が通院送迎をしつつ買い物へ行ったり、その後自宅へ戻って外泊をしているが、車い
すがなければご家族も対応が不可能になるので、ご本人の楽しみの余裕がなくなってしまう
（御本人の意欲低下につながる）。 

 散歩ができないことで気分転換もできなくなる。 
 行動範囲の減少、生活における楽しみが減る。 
 外出する機会が極端に減り、自宅に閉じこもり、活力がなくなる。楽しみがない。
 家に閉じこもってしまって、気持ちがふさいでしまう。死ぬことを考えてしまう。昔から住
み慣れた土地で友人も多いが、交流がなくなる。

 外出が出来るのに出来なくなり、精神的にもストレスを生じてしまう。 
 友人との交流の機会がなくなる。
 外出する機会が減り社会参加が出来なくなる。自分の意思で外出が出来なくなる。 
 地域で参加していた仕事ができなくなり休むようになる。

介護
負担
増大

 全てに介助が必要となり介護負担がかかる。
 通院時に移動の距離が遠いため家族の介助・見守りが必要になり家事等これまでできていた
ことができなくなる。 

 外出が出来なくなる事により、ストレスがたまり認知症が進み家族の介護負担が増大する。

費用
増大

 タクシーで移動する必要が生じて費用がかかる。
 買い物の回数は減らし、銀行や郵便局への所用は買い物や通院に合わせて行うことにして、
介護タクシーを利用せざるを得ないが、その費用も心配。 

 銀行、郵便局での預貯金の出納は自分で行うことを信条としており、また、役場の用事も自
分で行いたいためタクシーを利用せざるを得ない。

 自分で移動するためには車いす購入を検討しなくてはならなくなり、購入費用、メンテナン
ス等の維持費の負担が大きくなり生活費を切り詰めることになる。

リス
ク 
増大

 転倒の危険性が高まる。
 長距離の歩行が困難な為転倒する。 
 外出する機会が極端に減り、自宅に閉じこもり、季節感が分からないので、認知症ももっと
進んでしまう。 

 体調不良時に通院する手段がなくなり迅速な対応ができず治療が遅れる。病状が悪化する。

２）歩行器

居宅内
ADL
低下

 ADL が低下する。
 移動が困難になるため、調理等ができなくなる（配膳等）。 
 食事などの準備は現状のように一人で行うことは難しくなる。 
 排泄はポータブルトイレ使用かオムツで対応となり、運動機能の低下。 
 つかまり立ちできないため、いざり移動になる。
 家族の介助での歩行は難しいため、ヘルパーがいない時はトイレに行けずオムツが必要とな
る。またそれに伴い現状の能力が維持できず廃用が進む可能性が高い。 

 活動量の低下による筋力低下、食事の準備ができず、栄養不良。
 現在はトイレにも自分で行けているのに、転倒の危険があるので室内でのポータブルトイレ
の使用になってしまう。 

 生活動作の幅が狭くなる。筋力低下で、介護度があがってしまう。 
 日常的にポータブルトイレ、紙おむつの使用となり、体力は急激に低下する。 
 歩かなくなり、足の筋力が低下し、最終的に寝たきりになると思う。 
 歩行車がないと茶わんや生協の荷物(食材）を受け取れないし、運べない。洗濯物も運べな
い。新聞も取りに行くのが不安だし、生活すべてにおいて支障をきたす。

QOL
低下

 トイレに行けなくなるので、ポータブルトイレを利用する。
 生きる意欲がなくなると思う。 
 はっての移動となるため、時間がかかりトイレの失敗につながる。 
 外出機会やケアハウス内で移動の低減、閉じこもりがちになりＱＯＬの低下が心配される。
 転倒の危険が高まり行動範囲が狭くなり、ADL、QOL の低下が起こる。行動範囲の縮小に
よる意欲低下も考えられる。 

 排泄の失敗からの自尊心が傷つく場合あり。入浴等が困難になり清潔の保持ができない。 
 歩行器があればトイレへ行って排せつができるのに、使えなくなることでポータブルトイレ
または紙おむつでの排せつが主となり、その後処理のためヘルパー等、介助者が必要になる。
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コスト面の増大と自尊心を傷つけることになり、日々の生活に対する意欲が損なわれる。
 歩行器を利用することで、独居の生活が送れている。歩行器がなければ現在の生活が維持で
きず、施設入所になる恐れがある。

介護
負担
増大

 家族の負担が増える。
 自力での移動が難しくなり車いすが必要になり、周りに迷惑をかけてしまう。 
 出来ていた掃除を息子に頼むことになる。 
 歩行車利用前は、妻の見守り、軽介助がないと出来なかった移動が、歩行車を利用すること
で 1人で不安なく出来るようになった。妻の負担軽減にも役立っている。 

 移動に介助が必要になるため、介護者の負担が増える。 
 現在は一人でトイレに行けているが、状態により夫の介助が必要になってくる。

費用
増大

 サービス内容及び量の変更が発生する。
 タクシーを利用して買い物・通院をすることで経済的負担がかかる。 
 ヘルパーの回数を増やさなければならない。 
 散歩や買い物に行くのにタクシーやヘルパーを頼まないといけなくなる。 
 他のサービス導入による負担も増す。 
 歩行器が使えなくなることでポータブルトイレまたは紙おむつでの排せつが主となり、その
後処理のためヘルパー等、介助者が必要になり、コスト面の増大と自尊心を傷つけることに
なる。 

 歩行器がないと歩けない為、購入するしかない。自分では負担が大きく無理なので家族にお
願いする。歩行器がないと何もできなくなる。負担を減らす（金銭面）ため、利用中止した
ヘルパーをお願いするにしても何でもできる訳では無いし、費用負担もできない。

リス
ク 
増大

 転倒する危険性が増える。
 部屋間の移動が困難な為、転倒のリスクが大幅に増加する。 
 活動量の低下による筋力低下、転倒回数増加。

外出
ADL
低下

 足腰の筋力が落ち引きこもりがちになる。
 運動不足になり、足腰の筋力が低下し、歩けなくなる。 
 下肢筋力の維持が出来ない。 
 体を動かさなくなり、下肢筋力低下、廃用症候群等になることも考えられる。

QOL
低下

 社会交流もなくなり充実しない日々に逆戻りになる。
 閉じこもりによる肉体面・精神面への影響がでる。 
 社会性を維持できず、意欲が低下する。 
 日課の散歩ができなくなり引きこもる。外食など気分転換の場がなくなる可能性がある。 
 独居であり家族も遠方にいる為、買い物や散歩はいけなくなる。近所の友人宅にも行くこと
ができず社会的交流を遮断されてしまう。

 外出の気力がなくなる。 
 近所の方との交流の散歩、病状維持のための通院、趣味であり生きがいの絵画がなくなると、
活力低下、QOL低下につながり高齢の夫との二人暮らしも困難になる。 

 他者交流の場が減る事で生きがいや楽しみがなくなる。 
 外出ができなくなる。気分転換もできなくなりストレスがたまる。 
 趣味のカラオケ、コーラスに行けなくなり、閉じこもりがちになる。

介護
負担
増大

 移動の度に妻や介護職員の介助が必要となる。移動を控えるようになる。
 通院介助は 81歳の姉に付き添ってもらっているが、歩行器がなくなると姉の介助では通院
が不可能なので、ヘルパーの導入などを検討する必要がある。

 通院の際の介助者の負担が増える。 
 介護者の負担も大きくなり、自宅での生活が難しくなると思う。

費用
増大

 買物・通院等現在は歩行器、バスを使用しているが、タクシー移動をしなければいけなくな
り金銭的に厳しくなる。 

 買い物の為にホームヘルパーを利用したり、配食サービスを利用するなど他のサービスを利
用することによる経済的負担の増加。

リス
ク 
増大

 歩行に不安があり、視力も悪いので転倒してしまう。
 転倒が恐い分、外出が少なくなる。 
 杖歩行になるため、転倒の危険性の増加。 
 杖歩行での買い物になるため、多くの荷物を持てない。また、杖では不安定で転倒の不安が
ある。 

 効果的にリハビリができず、転倒のリスクが高まる。
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３）多点つえ 
居宅内
ADL
低下

 トイレ・排泄…動くことができなくなるため、尿瓶やオムツで対応することになる。
 入浴・洗面…入浴はデイサービス、洗面は洗面所まで行かずに対応することになる。
 食事…食卓まで行くことができなくなる。
 動く事ができなくなるため、下肢筋力・意欲低下や介助負担が多くなる。 
 物を取りに行けなくなり、自立度が低下する。
 ベッド上から動く事ができなくなり、寝たきりの状態になってしまう。 
 屋内の歩行は出来ず、四つ這いでの移動、または寝たきりの状態が想像される。 
 自宅内での歩行機会が減少する事により筋力低下や歩行機能が低下する。 
 杖を使わずに這って移動するようになるため、膝の痛みがひどくなり歩行も困難になる。 
 身体レベルの低下。心身状態の低下。

QOL
低下

 安心して生活ができなくなる。
 ゆっくりと転ばずに壁に伝って移動しようとしてトイレに間に合わなくなると自尊心が傷
つき、同居の息子の介護負担も増え、本人が遠慮がちになり移動（家事等）がおっくうにな
り動かない時間が増えてしまう。自身で出来る事が減り、余計に体が動かなくなる。 

 家族への負担増により、精神的負担が増え、生活する意欲、自立心が低下する。 
 家内の移動に時間がかかり、活動量が低下し出来ている日常生活動作ができなくなり、また、
転倒の危険性が高くなり、不安面が増え、臥床傾向となりえる。 

 時間をかければ何とか動作を行えるが、不安で怖い。 
 日常生活動作への気力が低下する。

介護
負担
増大

 移動を行うために夫の介助が必要になる。
 介助負担が増大する。 
 常に介助が必要となるので家族と交代で介助する。そのために仕事を辞めざるを得ない。 
 日中は妻と二人。以前のように妻の介助に頼るしかない。以前は妻の肩につかまり移動して
いたが、妻も高齢であり、介助を妻に依頼するには限界がある。二人とも転倒してしまう。

費用
増大

 ポータブルトイレと、オムツ使用、トイレ処理ヘルパーなどが必要になる。
 手すりなど体を支えるものの設置が必要になる。

リス
ク 
増大

 転倒の危険が高くなり、転倒して骨折等など怪我の心配が生じる。
 自宅に段差があり、転倒の恐れが高まる。 
 転倒リスクが高くなり、移動は這うしかなくなる。衛生面が悪くなる。 
 夜間のトイレ移動の転倒リスクが高まる。

外出
ADL
低下

 身体機能の低下が早まる。
 通所リハビリにてリハビリができず、身体能力が低下する。 
 筋力が低下する。 
 外出が出来なくなり、足腰が弱り寝たきりになる。 
 日課としている散歩（歩行練習）ができなくなる。
 歩行動作が少なくなり、体力低下につながる。

QOL
低下

 地域活動へ参加する事が減少し、家の中にこもってしまう可能性がある。
 自力での移動できないというストレスにより、気力がなくなり廃用症候群になる。 
 飲食店へ行く楽しみがなくなる。 
 買い物に出かけたりすることが楽しみであるがあきらめるしかない。 
 外出や日常生活動作への気力低下。 
 外出への意欲がなくなり、自宅にこもりがちとなる。 
 ストレスがたまる。

介護
負担
増大

 娘の介護の負担が重くなる。
 散歩時に見守りでなく介助を行わなくてはならない。 
 ヘルパーや妹が来る回数が増えて迷惑をかける。 

費用
増大

 外出時の転倒の危険性が高くなるので買い物に行けなくなるから弁当、宅配サービスやヘル
パーさんにお願いするので支出が多くなるので困る。 

 どうしても外に出かけなくてはいけない場合、他のサービスを使用する。 
 タクシー利用になる。

リス
ク 
増大

 筋力低下により転倒のリスクが高まる。
 介助者と一緒に転倒してしまう。 
 下肢の筋力の低下が進み、転倒のリスクが増す。さらには歩行困難となる。 
 代替えとして1本杖等の検討も可能ではあるが、転倒リスクや不安は増加する。
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４）手すり 

居宅内
ADL低下  食事に行けなくなる。

 トイレ便座からの立ち座りが困難になる（特に立つ時）。 
 ベッドからの離床動作が行えずADLの低下。 
 ベッド上での生活が長くなる。 
 移動が困難になる。 
 一人では入浴が出来なくなる。 
 室内移動に不安が生じ、動く機会が軽減。意欲低下、介護負担が増加、特に夜間帯のト
イレまでの移動に自信が持てず、単独での歩行が困難になる。 

 洗濯などの生活行動が自立しなくなる。 
 歩行の機会が減る。 
 立つことが少なくなり下肢筋力がどんどん低下していく。

QOL低下  意欲が低下する。
 おむつ、またはポータブルトイレを利用して排泄動作を行う。それによってご本人様の
自尊心が傷つけられる可能性が高い。 

 ベッド上から動くことが減り、廃用症候群や意欲低下が生じる。 
 自身で何もできなくなり、益々のADL、QOL低下につながる。 
 本人、家族共に精神面身体面での負担が増え、意欲、気力の低下につながってしまう。
 室内移動に不安が生じ、動く機会が軽減。意欲低下、介護負担が増加、特に夜間帯のト
イレまでの移動に自信が持てず、単独での歩行が困難になる。 

 動作に時間がかかり、また痛みも増して生活全般に支障が出る。また、借家でもあり、
住宅改修も難しい。 

 歩き出しの第一歩が出にくいので移動に時間がかかる。トイレに間に合わなくなる。 
 夜間トイレに頻回に行くのでおむつをするか、ポータブルトイレを置くことになり、い
ずれもしても家族の介護量が増加する。一人でできることが少なくなり、本人の意欲が
低下する。ストレスがたまる。立つことが少なくなり下肢筋力がどんどん低下していく。

介護負担
増大 

 介助負担と利用者様の身体的負担が大幅に増加する。
 一人では入浴が出来なくなる。奥様・娘様の介助量が増える。
 家族の負担が非常に大きくなる。 
 夜間トイレに頻回に行くのでおむつをするか、ポータブルトイレを置くことになり、い
ずれもしても家族の介護量が増加する。

費用増大  ヘルパーなどのサービスを使用する可能性が高い。
 ヘルパー等のサービスで本人及び家族の負担を軽減させることになる。 
 貸与で利用していた用具を購入して利用することになる。

リスク
増大

 転倒のリスクが高まる。
 骨折の可能性が高まる。

外出
ADL低下  立つ機会が少なくなり、寝たきりになっていく。

 本人の体の調子を見て散歩が出来なくなり運動機能及び筋力低下の問題が生じる。 
 足・腰への負担が増え、痛みが出たり、身体に不調が出て、外出が出来なくなる。

QOL低下  玄関までの移動の意欲がなくなってくる。
 ベッド上から動くことが減り、廃用症候群や意欲低下が生じる。 
 段差の昇降が大変なので外出の機会が減る。趣味のカラオケにも行けなくなる（友人と
の交流も少なくなる）。

介護負担
増大

 妻が動作の介助を行う必要があり、介護負担の増大・継続的な介護が困難となる。
 介助者(家族)の負担が増加する。 

費用増大  自宅での生活は困難。特別養護老人ホーム等への入所となる。

リスク 
増大 

 転倒の危険性がある。
 転倒、骨折の可能性が高まる。 
 腰痛、膝痛が強くなり、転倒の危険性が増す。 
 現在、手すりを利用することで、安全・安心して外出の機会をつくれているが、ケガを
する、外出機会の減少が生じる。 

 玄関段差の移動が怖くなる。
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５）特殊寝台 

ADL低下  起き上り、立上りが自身で出来なくなる。
 排泄が出来なくなる。 
 腰痛・身体状況が悪化する。 
 起居動作が自立では困難となり、時間ごとの介助を行わないと性格から自分から依頼す
ることはなく、おむつ対応となる。活動量も減少し、床づれも危惧される。 

 夜間トイレまでの移動が間に合わず、ポータブルトイレを設置したり、オムツを使用す
ることになり、廃用性が進む。 

 起居動作が行えなくなるため、夜間の排泄、朝の起床時等、全てにおいて介助が必要と
なり、ＡＤＬの低下・精神面での落ち込みがみられるようになる。 

 背上げ機能が利用できないことで、起立性低血圧の症状の悪化。
 慢性リウマチ、アルツハイマー型認知症のため、特殊寝台から寝具へ変更をすると痛み
が強くなり、要介護状態が進行すると思われる。 

 手や足に負担がかかり痛みが出る。 
 車いすへの移乗ができない。 
 体調不良時に離床ができなくなり廃用に進む可能性が高くなる。 
 立ち上がりの自立動作が、見守りレベルになる可能性がある。

QOL低下  例えば、トイレに行くための立ち上がり動作や背上げをして楽な姿勢でテレビを見たり
等の生活動作ができなくなってしまい、意欲や気力低下してしまう。 

 本人の活動量が低下し依存度が高くなることで家族は十分に介護できなくなり寝たき
りにするしかなくそのうち在宅生活が困難となり施設入所するしかない。 

 一人で行える動作が行えず、身体面での負担はもちろんだが、他者に頼らないといけな
いと思う精神的負担が大きくなる。 

 本人の不安感、負担感が増大し、意欲の低下につながる。
 自立した行動がとれなくなることでストレスがたまる。
 死期が早まる。仲の良い家族が不仲になる。
 自宅での自立した生活は継続できなくなる。

介護負担
増大 

 同居の妻が仕事を退職し、常時離床時に介助する必要がある。
 夫も要介護であり、足に病気を持っているため介護負担が大きい。 
 妻の介助量が増加し、在宅生活を送る事自体を考えなければならない。娘は遠方で仕事
もしているため、毎日頼ることはできない。 

 介護者である妻も腰痛・膝痛あり。介護負担増す。 
 起き上り、立上りを妻に介助を頼むようになるため、妻の負担が増える。特に夜間に 3
回トイレに起きるので、夜間の介助負担が重い。 

 トイレへの移動ができなくなり、オムツ利用になる。家族にも負担がかかる。 
 娘一人で父親と私の介護をしている。私が頑張らないと、娘に負担がきてしまう。 
 夫も腰部脊柱管狭窄症の症状がひどく、夫婦とも倒れになてしまう。 
 起居動作の介護負担が増え、その後の生活動作の介護負担も多くなる（トイレが間に合
わなくなり始末などの負担）。施設入所を考えることになる。 

 特殊寝台がないとすべて妻に介助をお願いするが老々介護で現実には無理。 
 夫の介護負担が増大し、利用者、夫とも介護度が悪化する可能性がある。 
 主介護者である妻の負担が増え、共倒れになる危険がある。

費用増大  ベッドに代わる代替品を購入する事になるため、経済的負担が発生する。
 背上げ機能がなければ起き上がりが出来ない。股関節の可動制限があるため高さ調整も
必要となっている。購入してでもモーター機能のベッドが必要である。 

 起居動作に苦痛を伴うため購入を検討する。 
 ベッドを購入したい気持ちはあるが金銭面を考えると難しい。 
 値段を考えなければ、特殊寝台を買うしかない。 
 家族では介護に限界があるので施設入所をしなければいけない。 
 訪問看護、ヘルパーの利用増加により負担が増加する。 
 サービス（ヘルパー）を利用することになると経済的にも厳しくなっていく。

リスク 
増大 

 入浴後、妻がベッド上にて皮膚薬の塗布や更衣を行うが身体が後方へ倒れる傾向にある
ため、転落や転倒の危険性がある。 

 痰がらみ時に頭部挙上できないことで嘔気誘発し、誤嚥してしまう可能性がある。 
 転倒や転落のリスクが増加し、それによる身体状況の変化が考えられる。 
 認知症リスクが高まる。 
 食後の背上げができないと、逆流性で嘔吐の可能性あり。
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（４）福祉用具を利用する前の転倒等の経験と、利用することによる不安や
困難さの軽減について
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（％）

【居宅内】
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多点つえ（n=65）
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【外出】

 福祉用具を利用する前に、居宅内の移動などの場面、または外出時の移動で、転倒したことが
あると回答した割合は、いずれの用具についても半数を超えている。 

 福祉用具を利用することによって、転倒の不安や困難さが軽減したと回答した割合は、移動用
の用具については居宅内、外出ともにいずれも9割前後であり、多くの利用者にとって転倒の
不安軽減に効果をもたらしているといえる。

利用する前の転倒等の経験

利用することによる転倒の不安や困難さの軽減
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（５）福祉機器心理評価スケール（PIADS）による評価結果 

福祉機器心理評価スケール（PIADS）とは：
ある福祉機器を使用することによる心理的効果を評価するもの。
その機器を使用しないと仮定した状態と、使用している現在の状態を比べて、能力、生活の満足度、
自立度などの26 項目についてその感情の増減を＋3点～－3 点（0点も含む）の7段階で利用者が
回答する。結果は、「効力感」「積極的適応性」「自尊感」のサブスケールの得点で評価すること
ができる。 

 いずれの福祉用具も、その機器を使用しないと仮定した状態に比べてポジティブな影響を与え
ている。特に「効力感」を感じる割合が最も高く、次いで「自尊感」「積極的適応性」の順と
なっている。 

 特に特殊寝台では効力感、自尊感を感じる割合が他よりも高い。
 効力感についてみると、特殊寝台、歩行器、手すり、車いす、多点つえの順となっている。
 自尊感についてみると、特殊寝台、歩行器、手すり、多点つえ、車いすの順となっている。
 積極的適応性については、特殊寝台、歩行器、多点つえ、車いす、手すりの順になっている。
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いずれの福祉用具について
も、平均値はすべてポジテ
ィブな影響を与えているこ

とが評価された
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４ 福祉用具を代替するサービスの費用の試算 

（１）代替サービス費用の試算の考え方 

福祉用具を代替するサービス費用の試算フロー 

 今回の実態調査では、例えば居宅内の生活で車いすが利用できなくなったら介助者を依頼する割合
は、掃除、洗濯、調理では 8割以上、トイレ・排泄、食事でも6割近くと高い。 

 介助者を依頼する場合には、トイレ・排泄と食事は家族に、入浴・洗面、掃除、洗濯、調理等は訪問
介護の割合が高い。 

 本調査では、福祉用具が利用できなくなった場合に他のサービスに代替される分の費用を試算した。
 試算は福祉用具利用の生活場面を訪問介護サービスに置換える形で検討した。具体的な考え方は以下
のフローに示すとおりである。 

１．要支援１・２＋要介護１・２の福祉用具貸与利用者数確認 
・試算のベースとして、要支援１・２＋要介護１・２の福祉用具貸与利用者数を確認
（介護給付費実態調査 平成27 年度 4月審査分）

２．福祉用具種類別の利用者数算出
・介護給付費実態調査の福祉用具種類別利用率を用いて用具種類別利用者数を算出 

３．福祉用具が利用できない場合には訪問介護に代替する人数を算出
・本実態調査で訪問介護へ代替すると回答した割合を用いて算出 

４．代替する訪問介護の利用パターンを想定
・実態調査における生活場面別の福祉用具利用状況を居宅内、居宅外を分けて整理
・そこから訪問介護サービスへ代替するパターンを居宅内、居宅外で想定

５．訪問介護のサービス費用を算出 
・想定した訪問介護の利用パターンを訪問介護の給付単価で金額換算

６．福祉用具貸与との費用の差を算出 
・金額換算した訪問介護の費用から福祉用具貸与を継続した場合の費用を差し引いて、
訪問介護に代替した場合の費用の差を算出 
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（２）福祉用具種類別の試算結果 

１）試算における条件設定
  福祉用具貸与の代替として訪問介護を用いるに際しては下記の条件を設定した。 

福祉用具貸与サービス利用件数における福祉用具種類別利用件数の構成比
平成27年4月審査分

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

総数  2 036.6 100.0%   165.6   377.2   525.0   968.8

車いす   222.3 10.9%   8.5   25.0   45.4   143.4

特殊寝台   314.1 15.4%   6.1   21.2   45.5   241.3

床ずれ防止用具   31.4 1.5%   0.3   1.4   4.7   25.0

体位変換器   1.6 0.1%   0.0   0.1   0.2   1.3

手すり   864.0 42.4%   89.0   184.3   266.1   324.6

スロープ   70.0 3.4%   4.1   12.4   17.9   35.6

歩行器   401.8 19.7%   47.3   104.3   112.6   137.6

歩行補助つえ   106.7 5.2%   9.9   26.4   28.3   42.1

認知症老人徘徊感知機器   4.6 0.2%   0.0   0.0   0.8   3.8

移動用リフト   19.9 1.0%   0.4   2.1   3.4   14.0

自動排泄処理装置   0.2 0.0%   0.0   0.0   0.1   0.1

合計 構成比
介護予防サービス 介護サービス

件

数

（
千

件

）

福祉用具貸与サービス利用件数における福祉用具種類別利用単位数

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

総数  1 003 619   62 058   148 184   213 167   580 210

車いす   167 183   176 480   13 493   30 224   32 856   90 610

車いす付属品   9 297    277   1 051   1 683   6 286

特殊寝台   274 426   392 304   5 229   18 809   39 890   210 498

特殊寝台付属品   117 878   2 068   7 612   17 148   91 050

床ずれ防止用具   16 980    170    773   2 567   13 470

体位変換器    392    6    26    62    298

手すり   245 153   25 221   52 304   75 292   92 336

スロープ   15 545    383   1 494   3 186   10 482

歩行器   116 098   13 625   30 323   32 507   39 643

歩行補助つえ   12 024   1 118   2 996   3 194   4 716

認知症老人徘徊感知機器   2 794    2    4    493   2 295

移動用リフト   25 665    463   2 559   4 243   18 400

自動排泄処理装置    184    2    9    46    127

総数

単

位

数

（
千

単

位

）

介護予防サービス 介護サービス
付属品計

   資料）介護給付費実態調査

      第２０表 福祉用具貸与単位数-日数-件数，要介護（要支援）状態区分・貸与種目別から作成

 代替サービスの費用は、利用している福祉用具の種類別に試算する。
 福祉用具貸与サービスの利用者における福祉用具種類別の利用構成は、福祉用具貸与サービス
利用件数における福祉用具種類別利用件数の構成比に準じた構成とした。 

 調査で設定した生活場面は連続してある時間帯の生活行動を構成していることから、利用して
いる福祉用具別の訪問介護への代替確率については、実態調査におけるいずれかの生活場面ひ
とつだけでも訪問介護を利用すると回答した者の割合を用いることとした。
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２）場面別の福祉用具利用状況から訪問介護サービスへの読み換え

今回の実態調査では福祉用具利用の頻度と利用時間を生活の場面別に把握しているが、それを代替
するサービスの費用に置換えるためには、生活場面別の平均的な福祉用具利用状況を訪問介護サービ
スの利用パターンに読み換える必要がある。この読み換えの方法については以下の２ケースを設定し
て試算を行った。

【低位試算ケース】 
低位試算ケースでは、全体として利用するサービスのコストが過大な試算にならないよう留意し、
一定の時間枠内で行えると想定できる複数の生活場面は組み合わせて 1回の訪問介護サービスで対
応することを想定した。具体的な読み換えは下記のように行った。
① 生活場面別の福祉用具利用における利用頻度の分布、さらに最大頻度と最少頻度を勘案。
② 併せて生活場面別の福祉用具利用における平均利用時間を勘案。
③ 一般的に訪問介護の利用が多い朝、昼、夕の最小限のサービス時間枠で、①②で検討した生
活場面の組合わせ対応が可能かを検討。サービス時間超過が著しいと考えられる場合はより
サービス時間の長い訪問介護サービスの適用を検討。

この検討の結果、居宅内の支援については、車いす、歩行器、多点つえ、手すりについては最小
限の利用として、1日あたり身体介護02（身体介護中心 20分未満）を朝、昼、夕のいずれかで１
回、生活援助２（45分未満の生活援助）1回を想定することとした。特殊寝台については起上り、
移乗、立上りは一連の介助であり身体介護02を朝、昼、夕の3回、さらに介護・姿勢保持の対応
として身体介護１（20分以上 30 分未満）を午前と午後で2回を想定することとした。 
居宅外の生活行動については、1週間あたり生活援助３（45分以上の生活援助）3回、通院等乗
降介助 1回を想定することとした。特殊寝台については、居宅外の生活行動の援助はなしとした。
また、週末は家族等の介護が得られることを想定し、月間のサービス利用日数は20 日と想定し
た。 
この読み換えの想定では、さまざまな生活場面の頻度が福祉用具を利用していた時よりも低下し
ており、サービス利用者のQOLは福祉用具利用時よりも低下すると考えられるが、訪問介護利用の
現実的な制約を考慮し、上記の想定とした。 

【高位試算ケース】 
低位試算とは別に、福祉用具利用から訪問介護への代替を、利用者の主観的な価値判断に基づい
て読み換えた試算も行った。
今回の実態調査では、福祉用具の利用場面ごとに、福祉用具の利用頻度と１回あたりの利用時間、
さらに代替として利用する訪問介護の回数の回答を得ている。そこで、福祉用具の利用頻度に 1回
あたり利用時間を乗じて得られる福祉用具利用時間を、身体介護中心の場面と生活援助中心の場面
（居宅内と居宅外は分けて）ごとに合計し、その時間に相当する訪問介護のサービス単位を設定し
た。 
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福祉用具利用状況から訪問介護サービスへの読み換え設定（試算ケース別）

車いす 歩行器 多点つえ 手すり 特殊寝台

低位 

試算 

ケース 

居室内身体介護 
身体介護 02
20 回/月

身体介護 02
20 回/月

身体介護 02
20 回/月

身体介護 02
20 回/月

身体介護 02 60 回/月
身体介護１ 40回/月

居室内生活援助 
生活援助２ 
20 回/月

生活援助２ 
20 回/月

生活援助２ 
20 回/月

生活援助２ 
20 回/月

― 

屋外生活援助 
生活援助３ 
12 回/月

生活援助３ 
12 回/月

生活援助３ 
12 回/月

生活援助３ 
12 回/月

― 

通院等乗降介助 ４回/月 ４回/月 ４回/月 ４回/月 ― 

高位 

試算 

ケース 

居室内身体介護 
身体介護 02
80 回/月

身体介護 02
80 回/月

身体介護 02
60 回/月

身体介護 02
60 回/月

身体介護 02 80 回/月
身体介護１ 60回/月

居室内生活援助 
生活援助２ 
40 回/月

生活援助 3 
20 回/月

生活援助 3 
20 回/月

生活援助２ 
20 回/月

― 

屋外生活援助 
生活援助３ 
24 回/月

生活援助 2 
28 回/月

生活援助 3 
4 回/月

生活援助３ 
4 回/月

― 

通院等乗降介助 ４回/月 ４回/月 8 回/月 ４回/月 ― 

たとえば車いす利用の場合、調査の回答に基づく身体介護（トイレ移動・排泄支援、洗面・入浴
の移動と支援など）の利用時間は約 85分/日、その利用頻度は5.3 回で 1回の利用時間は約16分
となっている。この利用時間と利用頻度を勘案し、身体介護については「身体介護02」（20分未
満）のサービスを1日に４回、ひと月に 80回利用すると想定とした。 
同様に居宅内の生活援助は 1日の利用時間114 分、利用頻度7.3 回、1回の利用時間 15.6 分と
の回答であった。生活援助は最短のサービス単位が 45分未満であるが、一つのサービス時間枠内
で複数の生活支援が可能であることも考慮し、「生活援助２」（45分未満）のサービスを1日に 2
回、ひと月に40回利用すると想定した。
居宅外の生活援助（買い物、通院、文化・娯楽施設利用などの支援）は1週間の利用時間440分、
利用頻度6.3 回（うち通院は0.7 回）、一回の利用時間 70分との回答であり、これに対しては「生
活援助３」（45 分以上）を週に 6回、ひと月に24回、通院等乗降介助はひと月に4回の利用と想
定した。他の福祉用具利用についても同様に、生活場面ごとに回答された訪問介護の利用時間、利
用頻度、1回の利用時間の 3要素を勘案し、相当する訪問介護サービスの組合せに置き換えた。 

他の用具についても同様の考え方を想定した結果、居宅内の支援については 1日あたり身体介護
02（身体介護中心 20分未満）を３回（多点つえ、手すり）～4回（歩行器）、生活援助２（45分
未満の生活援助）1～２回（車いす、手すり）あるいは生活援助3（45分以上の生活援助）1回（歩
行器、多点つえ）を想定した。居宅外の生活行動については、1カ月（４週間）あたり生活援助３
（45 分以上の生活援助）を車いす24 回、多点つえ 4回、手すり 4回、歩行器は 1回あたり利用時
間が短く頻度は高い回答であったため生活援助２を 28回とした。通院等乗降介助は4回（車いす、
歩行器、手すり）～8回（多点つえ）を想定した。 
特殊寝台については基本ケースと同様に居宅内の支援として、特殊寝台については起上り、移乗、
立上りは一連の介助であり身体介護 02を 1日に４回、さらに介護・姿勢保持の対応として身体介
護１（20 分以上 30 分未満）を 1日に３回を想定することとした。
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３）試算で得られた結果

福祉用具種類別の訪問介護への代替によるコストアップの試算結果は下記のとおりである。 

低位試算の結果 

福祉用具種類 車いす 歩行器 多点つえ 手すり 特殊寝台 合計

A．福祉用具の利用コスト／年
　　（億円）

211.8 139.3 14.4 294.2 470.8 1,130.4

B．訪問介護利用費用合計／年
　　（億円）

374.7 628.4 114.5 734.1 648.6 2,500.2

C ．コスト差／年
　　（億円）（B-A)

162.9 489.1 100.0 439.9 177.8 1,369.8

高位試算の結果 

福祉用具種類 車いす 歩行器 多点つえ 手すり 特殊寝台 合計

A．福祉用具の利用コスト／年
　　（億円）

211.8 139.3 14.4 294.2 470.8 1,130.4

B．訪問介護利用費用合計／年
　　（億円）

980.9 1,451.6 192.8 1,141.4 919.2 4,686.0

C ．コスト差／年
　　（億円）（B-A)

769.1 1,312.3 178.4 847.3 448.4 3,555.6

 試算の結果、福祉用具種類別の訪問介護への代替によるコストアップは下記のとおりとなった。

【低位試算ケース】 
 車いす利用の場合は、年間で163億円程度のコストアップになる。
 歩行器利用の場合は、年間で489億円程度のコストアップになる。
 多点つえ利用の場合は、年間で 100億円程度のコストアップになる。
 手すり利用の場合は、年間で440億円程度のコストアップになる。
 特殊寝台利用の場合は、年間で 178億円程度のコストアップになる。
 用具種類を合計すると、年間で 1,370 億円程度のコストアップになる。

【高位試算ケース】 
 車いす利用の場合は、年間で769億円程度のコストアップになる。
 歩行器利用の場合は、年間で1,312 億円程度のコストアップになる。
 多点つえ利用の場合は、年間で 178億円程度のコストアップになる。
 手すり利用の場合は、年間で847億円程度のコストアップになる。
 特殊寝台利用の場合は、年間で 448億円程度のコストアップになる。
 用具種類を合計すると、年間で 3,556 億円程度のコストアップになる。 
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福祉用具から訪問介護への代替コストの比較 

（億円／年）
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代替コストの試算【低位試算】 

居宅内 居宅外 居宅内 居宅外
１．試算ベース
軽度者における福祉用具サービス利用者
数（要支援１・２+要介護１・２）
（介護給付費実態調査H27/04（千人））

1079.8 1079.8 1079.8 1079.8

２．用具別の利用件数割合
※介護給付費実態調査の用具別利用率
（軽度者、H27/04）

0.109 0.109 0.197 0.197

３．軽度者の用具別利用者数（千人） 117.7 117.7 212.7 212.7

４．福祉用具（種目別）利用者のうちヘル
パー利用へ移行する割合
（今回調査結果）

0.264 0.264 0.245 0.245

５．ヘルパー利用移行人数（千人） 31.1 31.1 52.1 52.1

６．ヘルパー利用想定【身体介護】 身体介護02
（20分未満）

身体介護02
（20分未満）

　・サービス数量／月
　（回数／日×20日）

20 20

　・サービス単価（円）　／回 1,650 1,650

　・身体介護利用月単価（円） 33,000 33,000

７．身体介護利用総費用／月（百万円）
　　（５．×６．）

1,025.4 1,719.8

８．ヘルパー利用想定【生活援助】 生活援助２
（45分未満）

①生活援助３
   （45分以上）
②通院等乗降介助

生活援助２
（45分未満）

①生活援助３
   （45分以上）
②通院等乗降介助

　・サービス数量／月
　（回数／日×20日、回数／週×4週）

20
①　12回
②　　4回

20
①　12回
②　　4回

　・サービス単価　／回（円） 1830
①　2250
②　　970

1830
①　2250
②　　970

　・生活援助利用月単価（円） 36,600 30,880 36,600 30,880

９．生活援助利用総費用／月（百万円）
　　５．×８．

1,137.2 959.5 1,907.5 1,609.4

10．ヘルパー利用費用合計／月（百万円）
　　　７．+９．

2,162.6 959.5 3,627.3 1,609.4

11．ヘルパー利用　屋内＋屋外（百万円）

12．福祉用具の利用コスト／月（百万円）
（介護給付費実態調査H27/04（千人））

13．コスト差／月（百万円）
　　　＝11．－12．

1,357.4 4,075.7

試算プロセス
車いす 歩行器

3,122.1 5,236.7

1,764.7 1,161.0
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代替コストの試算【低位試算】（つづき） 

特殊寝台

居宅内 居宅外 居宅内 居宅外 居宅内
１．試算ベース
軽度者における福祉用具サービス利用者
数（要支援１・２+要介護１・２）
（介護給付費実態調査H27/04（千人））

1079.8 1079.8 1079.8 1079.8 1079.8

２．用具別の利用件数割合
※介護給付費実態調査の用具別利用率
（軽度者、H27/04）

0.052 0.052 0.424 0.424 0.154

３．軽度者の用具別利用者数（千人） 56.1 56.1 457.8 457.8 166.3

４．福祉用具（種目別）利用者のうちヘル
パー利用へ移行する割合
（今回調査結果）

0.178 0.178 0.14 0.14 0.165

５．ヘルパー利用移行人数（千人） 10.0 10.0 64.1 64.1 27.4

６．ヘルパー利用想定【身体介護】 身体介護02
（20分未満）

身体介護02
（20分未満）

①身体介護02（20分未満）
②身体介護１（30分未満）

　・サービス数量／月
　（回数／日×20日）

20 20 ①　60、　②　40

　・サービス単価（円）　／回 1,650 1,650 ①1650、②2450

　・身体介護利用月単価（円） 33,000 33,000 197,000

７．身体介護利用総費用／月（百万円）
　　（５．×６．）

329.8 2,115.2 5,405.2

８．ヘルパー利用想定【生活援助】 生活援助２
（45分未満）

①生活援助２
   （45分未満）
②通院等乗降介助

生活援助２
（45分未満）

①生活援助２
   （45分未満）
②通院等乗降介助

　・サービス数量／月
　（回数／日×20日、回数／週×4週）

20
①　12回
②　　4回

20
①　12回
②　　4回

　・サービス単価　／回（円） 1830
①　1830
②　　970

1830
①　1830
②　　970

　・生活援助利用月単価（円） 36,600 25,840 36,600 25,840

９．生活援助利用総費用／月（百万円）
　　５．×８．

365.8 258.3 2,345.9 1,656.3

10．ヘルパー利用費用合計／月（百万円）
　　　７．+９．

695.6 258.3 4,461.1 1,656.3 5,405.2

11．ヘルパー利用　屋内＋屋外（百万円） 5,405.2

12．福祉用具の利用コスト／月（百万円）
（介護給付費実態調査H27/04（千人））

3,923.0

13．コスト差／月（百万円）
　　　＝11．－12．

1,482.2833.7 3,665.9

試算プロセス
多点つえ 手すり

953.9 6,117.4

120.2 2,451.5
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代替コストの試算【高位試算】

居宅内 居宅外 居宅内 居宅外
１．試算ベース
軽度者における福祉用具サービス利用者
数（要支援１・２+要介護１・２）
（介護給付費実態調査H27/04（千人））

1079.8 1079.8 1079.8 1079.8

２．用具別の利用件数割合
※介護給付費実態調査の用具別利用率
（軽度者、H27/04）

0.109 0.109 0.197 0.197

３．軽度者の用具別利用者数（千人） 117.7 117.7 212.7 212.7

４．福祉用具（種目別）利用者のうちヘル
パー利用へ移行する割合
（今回調査結果）

0.264 0.264 0.245 0.245

５．ヘルパー利用移行人数（千人） 31.1 31.1 52.1 52.1

６．ヘルパー利用想定【身体介護】 身体介護02
（20分未満）

身体介護02
（20分未満）

　・サービス数量／月
　（回数／日×20日）

80 80

　・サービス単価（円）　／回 1,650 1,650

　・身体介護利用月単価（円） 132,000 132,000

７．身体介護利用総費用／月（百万円）
　　（５．×６．） 4,101.5 6,879.4

８．ヘルパー利用想定【生活援助】 生活援助２
（45分未満）

①生活援助３
   （45分以上）
②通院等乗降介助

生活援助３
（45分以上）

①生活援助２
   （45分未満）
②通院等乗降介助

　・サービス数量／月
　（回数／日×20日、回数／週×4週） 40

①　24回
②　　4回

20
①　28回
②　　4回

　・サービス単価　／回（円） 1830
①　2250
②　　970

2250
①　1830
②　　970

　・生活援助利用月単価（円） 73,200 57,880 45,000 55,120

９．生活援助利用総費用／月（百万円）
　　５．×８．

2,274.5 1,798.5 2,345.2 2,872.7

10．ヘルパー利用費用合計／月（百万円）
　　　７．+９．

6,376.0 1,798.5 9,224.6 2,872.7

11．ヘルパー利用　屋内＋屋外（百万円）

12．福祉用具の利用コスト／月（百万円）
（介護給付費実態調査H27/04（千人））

13．追加的発生コスト／月（百万円）
　　　＝11．－12．

8,174.5 12,097.3

1,764.7 1,161.0

試算プロセス
車いす 歩行器

6,409.8 10,936.3
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代替コストの試算【高位試算】（つづき）

特殊寝台

居宅内 居宅外 居宅内 居宅外 居宅内
１．試算ベース
軽度者における福祉用具サービス利用者
数（要支援１・２+要介護１・２）
（介護給付費実態調査H27/04（千人））

1079.8 1079.8 1079.8 1079.8 1079.8

２．用具別の利用件数割合
※介護給付費実態調査の用具別利用率
（軽度者、H27/04）

0.052 0.052 0.424 0.424 0.154

３．軽度者の用具別利用者数（千人） 56.1 56.1 457.8 457.8 166.3

４．福祉用具（種目別）利用者のうちヘル
パー利用へ移行する割合
（今回調査結果）

0.178 0.178 0.14 0.14 0.165

５．ヘルパー利用移行人数（千人） 10.0 10.0 64.1 64.1 27.4

６．ヘルパー利用想定【身体介護】 身体介護02
（20分未満）

身体介護02
（20分未満）

①身体介護02（20分未満）
②身体介護１（30分未満）

　・サービス数量／月
　（回数／日×20日）

60 60 ①　80、　②　60

　・サービス単価（円）　／回 1,650 1,650 ①1650、②2450

　・身体介護利用月単価（円） 99,000 99,000 279,000

７．身体介護利用総費用／月（百万円）
　　（５．×６．）

989.5 6,345.6 7,655.1

８．ヘルパー利用想定【生活援助】 生活援助３
（45分以上）

①生活援助３
   （45分以上）
②通院等乗降介助

生活援助２
（45分未満）

①生活援助３
   （45分以上）
②通院等乗降介助

　・サービス数量／月
　（回数／日×20日、回数／週×4週）

20
①　　4回
②　　8回

20
①　　4回
②　　4回

　・サービス単価　／回（円） 2250
①　2250
②　　970

1830
①　2250
②　　970

　・生活援助利用月単価（円） 45,000 16,760 36,600 12,800

９．生活援助利用総費用／月（百万円）
　　５．×８．

449.8 167.5 2,345.9 820.4 0.0

10．ヘルパー利用費用合計／月（百万円）
　　　７．+９．

1,439.2 167.5 8,691.5 820.4 7,655.1

11．ヘルパー利用　屋内＋屋外（百万円） 7,655.1

12．福祉用具の利用コスト／月（百万円）
（介護給付費実態調査H27/04（千人））

3,923.0

13．追加的発生コスト／月（百万円）
　　　＝11．－12．

3,732.1

1,606.7 9,512.0

120.2 2,451.5

試算プロセス
多点つえ 手すり

1,486.5 7,060.5
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特殊寝台

居宅内 居宅外 居宅内 居宅外 居宅内 居宅外 居宅内 居宅外 居宅内

サービス数量増（身体介護）
（千回）/月

621 1,042 200 1,282 2,744 5,889

サービス数量増（生活援助）
（千回）/月

621 497 1,042 834 200 160 1,282 1,026 5,662

サービス数量増（千回）/月 2,744 11,551

人数換算（人）
（１人100回/月で換算）

27,438 115,515

1,740 2,919 560 3,589

17,401 29,185 5,597 35,894

試算プロセス
車いす 歩行器 多点つえ 手すり

合計

（３）転倒、重度化によるコスト増加の懸念

 今回の調査では、福祉用具を利用する前に、居宅内の移動（特殊寝台については起上りや立上り、移

乗）などの場面、または外出時の移動で、転倒したことがあると回答した割合は、いずれの用具につい

ても半数を超えている。福祉用具を利用しない生活に移行するということは、こうした転倒リスクの高

い生活に移行することとも考えられる。

ひとたび転倒すれば要介護度が進むことが懸念され、骨折ともなれば１ヶ月単位での入院、手術、リ

ハビリテーションなどの医療費が発生し、退院後も中度以上の要介護となる可能性が高い。これらは、

（２）で試算した追加的に発生する訪問介護コストにさらに加えて発生するものであり、福祉用具利用

の代替で発生するコストを大幅に増加させる要素となる。 

一方、今回の調査では、移動用の用具については居宅内、外出ともに利用者の9割前後が、転倒の不

安や困難さが軽減したと回答しており、福祉用具を利用することで転倒リスクはかなり回避できると考

えられる。転倒を回避することで、上記の医療・介護のコスト増も回避することが期待できる。

（４）介護人材不足への拍車

福祉用具の利用が訪問介護に代替されると、介護人材の不足にさらに拍車がかかることが想定される。

以下の表は（２）で金額換算した訪問介護への追加需要を、介護サービスを提供する人材に置換えて試

算したものである。5種目の福祉用具合計で低位試算でも 11.6 万人、高位試算では 22.4 万人もの介護

人材の追加需要が発生することとなる。（介護職１人が 5回／日×20 日／月の稼働を仮定した試算） 

昨年度、介護人材確保対策検討のために厚生労働省が行った将来推計によれば、2020 年代初頭では

約 25万人、2025年には約 38万人の介護人材が不足することが見込まれているが、低位試算でもさら

に 10万人規模の需要が追加されるとなれば、人材確保の方策も見直す必要が考えられる。

介護人材の追加的需要の試算 

（低位試算） 

（高位試算） 
特殊寝台

居宅内 居宅外 居宅内 居宅外 居宅内 居宅外 居宅内 居宅外 居宅内

サービス数量増（身体介護）
（千回）/月 2,486 4,169 600 3,846 3,841 14,942

サービス数量増（生活援助）
（千回）/月 1,243 839 1,042 1,876 200 160 1,282 769 7,411

サービス数量増（千回）/月 3,841 22,353

人数換算（人）
（１人100回/月で換算） 38,413 223,532

4,568 7,088 959 5,897

45,676 70,879 9,595 58,969

試算プロセス
車いす 歩行器 多点つえ 手すり

合計
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５ まとめ 

 福祉用具貸与が利用できなくなった場合には自立度が低下することの懸念があり、それを補う
観点から、軽度要介護（要介護２まで）の福祉用具貸与サービス利用者は、利用している福祉
用具種類により 10数％～25%が代替としてヘルパーを依頼する意向を示している。 

 また、利用する福祉用具と生活場面の組み合わせによって、トイレ・排泄、通院など必要な生
活行動は家族等に介護を依頼する、あるいは散歩・趣味・娯楽などの生活行動はあきらめると
の回答も出ている。 

 福祉用具貸与から訪問介護（ヘルパー）に切り替えた場合は、低位試算でも、年間では5種目
の福祉用具合計で1,370億円程度のコストアップが試算された。今回は主要 5種目のみを対象
とした調査であり、福祉用具全体としての影響はこれ以上になると考えられる。 

 福祉用具貸与から訪問介護（ヘルパー）に切り替えた場合は、介護人材に関しても、低位試算
で 10万人以上の人材需要増となることが試算された。 

 訪問介護サービスの利用へ移行する分だけでなく、家族介護へ移行する部分、さらには外出行
動など一部の生活行動をあきらめることによるQOL低下分まで含めて金額換算すると、その社
会的費用は上記よりもさらに拡大することが想定される。 

 さらに、福祉用具貸与の利用者の中には、福祉用具貸与が利用できなくなると、ひきこもり、
転倒、骨折による重度化を招くことになり「居宅での生活ができなくなり、施設入所になる」
「医療機関の受診ができなくなる」「地域での活動などの社会的生活ができなくなる」など切
実な危機感を訴える回答も少なからず得られた。 

 福祉用具を利用する前に転倒を経験したことがあるとの回答は、半数を超えており、福祉用具
を利用することによってその不安や困難さが軽減したとの回答は、約９割に上る。福祉用具は
転倒およびその不安軽減に効果をもたらしていると言える。

 福祉機器心理評価スケールの評価結果からも、調査対象としたすべての福祉用具において、用
具を利用することで前向きな生活意識が維持されていることが確認された。

 これらを踏まえると、福祉用具貸与サービスは、軽度の要介護者にとってローコストながら居
宅での生活や地域社会とのかかわりなど高いQOLも維持できる、効果の高いサービスであるこ
とが確認された。 
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今回の調査は、下記の福祉用具事業者の協力を得て実施しました。

調査協力事業者（９７法人 五十音順） 

(株)アート・ドゥ ビブレ
(有)愛介護センター 
(有)アイフルケア  
(株)アイボリー医療住設
(株)アイルリンク 
(株)アクティブ・ケア  
(株)旭木工 
(株)あっぷる 
アメックス熊本(株) 
安心ライフ(株) 
(株)池部医療器
(株)石坪 
(株)一宮福祉サポート 
(株)ウィズ 
(株)ウェルウェル 
(株)ウエルライフ 
エア・ウォーター・ハローサポート(株) 
(株)エミング 
(株)エンパイアー 
(有)おおつか 
(株)小田島アクティ 
小野医療器(株) 
(株)カクイックスウィング 
カシダス(株) 
亀田産業(株) 
川村義肢(株) 
九州ホームケアサービス(株) 
(有)クモイエージェンシー 
(株)クローバー 
(株)ケア 
(株)ケアサービス伊東 
(株)ケア・テック 
ケアバンク(株) 
ケアライフ・メディカルサプライ(株) 
小山(株) 
近藤産興(株) 
(株)五月商店 
札幌福祉医療器(株) 
(株)三笑堂 
(株)サンメディカル 
(株)ジェー・シー・アイ 
四国医療サービス(株) 
(株)しまだ 
(株)シルバーホクソン 
(有)新和 
(有)スマイルケア 
(社福)生活クラブ風の村 
(株)セリオ 
(株)セレモニア

綜合メディカル(株)
第一商事(株) 
(株)大黒ヘルスケアサービス
(株)ダスキン 
(株)タマツ 
(有)中央リハビリ・サービス 
(株)同仁社 
(株)トーカイ 
(株)トップコーポレーション 
(株)トミキライフケア 
(株)ナイスワーク 
(株)西日本医療センター
西日本商事(株) 
ニック(株) 
日本基準寝具(株) 
日本ケアシステム(株) 
(株)ハッピーケア 
パナケア真中(株) 
ハピネスケア(株) 
(株)ハピネライフケア 
(株)はるかぜ 
(有)びわこメディカル 
福井トータルケア(株) 
(株)福祉スタジオ 
(株)ふじハートサービス 
(有)フヂモト介護堂 
フランスベッド(株) 
(株)フロンティア 
(株)ヘルスケア 
(株)ポート・リハビリサービス 
(株)ホームケアサービス山口 
(株)輔仁 
(株)マサキ．ウェルフェア 
(株)松永製作所 
(有)まつもと 
(株)マルイチ 
光田屋(株) 
(株)美濃庄 
(株)メディペック 
(株)八神製作所 
(株)ヤサカ 
(株)ヤマシタコーポレーション  
横尾器械(株) 
(株)ライフ 
(株)ライフ・テクノサービス 
(株)リクサス 
リバティウェルネス(株) 
(株)ロングライフ
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利用している福祉用具の代替手段に関する調査

平成２８年３月 発行

発行者  一般社団法人日本福祉用具供給協会 
     〒105-0013 東京都港区浜松町２－７－１５ 
           ＴＥＬ  ０３－６７２１－５２２２ 
           ＦＡＸ  ０３－３４３４－３４１４ 


